
会議名  2 0 2 4年度 全国自立援助ホーム協議会運営役員会 第6回  

日時  2 0 2 4年 9月1 1日（水）1 3：3 0～1 6：3 0  場所  オンライン（ z o o m利用）  

出欠  
敬称略  

出：串間・前川・川口・本間・赤坂・江頭・鎌原・合木・國分・関口・恒松・野原  

欠：  

〇会長挨拶 

・ホーム数が増えており、Ⅱ型、Ⅲ型と協議会との連携や質の担保への取り組みに他分野から

も注目集まっている。 

・県との協議の中で、年齢撤廃への柔軟な対応のため、若手ワーカーの育成や自立援助ホーム

との連携が必要との話題が挙がった。若者の自立が困難になっている状況について、社会背

景の理解やホームのあり方の協議が今後も必要であろう。  

 

１，全国大会について 

○福岡大会 

・会員への要綱発出済。申し込み者数、111名。 

・福岡県以外の後援依頼完了。福岡市の団体へは國分さんが直接持参し依頼。。  

・講師資料は9月末までに、事前確認票は1か月前までの提出を依頼。 

・研修委員からの協力について協議⇒4名程ヘルプが必要か。＋事務局も受付に入る。 

・9月17日に講師との打ち合わせを予定。 

・印刷物の追加資料があれば、参加申し込みの締め切りまでに提出。 

 

○大阪大会 

・10月2日に会場抽選会。 

・大ホール以外の分科会用、控室用の会議室数、時間帯の案を確認。 

・会場が確保でき次第、実行委員会の立ち上げ。 

 

２，被災状況確認や災害見舞金について  

・見舞金申請書（案）を確認、意見交換。 

・修繕費用の１割且つ上限50,000円。今夏の台風被害や水害から対象とする。 

・千葉、宮崎で被害確認されているが、その他は報告なし。  

 

３，社会的養育・家庭支援専門部会について 

・事前レク資料の共有、意見交換。 

・出戻り支援について…柔軟性が乏しい印象。出身地域の児相との連携について確認され

たい。委託費の出処について整理されたい。 

・退居後に出産し、子どもがいる状態で出戻りの相談があり、対応に苦慮。 

・18歳で解除する意向が強い児相もあり、今後は児相以外のルート（児家セン、拠点事業

所等）からでも利用ができるように改善されたい。 

 

４，ハンドブックについて 

・3冊共、同じ印刷会社に見積もり後に検討。 

・製本印刷費について当初予算をオーバーするが、やむなし。  

○実践事例集 

・概ね完成。謝礼の送金先の提出依頼し、回収中。 

・所在地は都道府県・市区まで記載。 

○制度編 

・概ね完成。執筆者への謝礼について進捗確認。 

○想い編 

・想い編は1ホーム辞退。その他は原稿回収済。 

 



 

５，各委員会より 

○三役 

・来年度のJaSPCAN（札幌）について、本間さんが実行委員になっており自立援助ホーム

の演題応募できれば良い。 

・平井相談役の叙勲について、祝い品の贈呈を検討。 

 

○制度政策 

・意見交換会実施。 

・ハンドブック進捗確認。印刷会社との打ち合わせ。 

・個別対応職員の要件について問い合わせがあり、対応必要か。 

 

○調査研究 

・委員会報告。 

・委員会主催の勉強会・座談会を実施、振り返り。 

 勤務体制や人材確保についての調査の実施や、HPへの事例掲載が意見として挙がった。 

 他委員会との役割分担は今後の課題。 

・統計チーム…今年度は予備調査を行わず、ホーム長に対するストレッサー調査を行いた

い。来年度のホーム長研修に充てるのも有効か。 

       今後の調査（職員・利用者）についての整理と計画立てが必要であろう。 

・来年度、自立支援担当職員の職務等について調査されたい。その後他施設同業種の連絡

会等を立ち上げられると有効か。 

 

○研修 

・自立支援担当職員研修の参加申し込み締め切り。 34名の申し込み。毎年の開催が必要

か、他施設への周知をどうするかは今後の検討課題。 

・研修時に使用するパソコンを協議会から貸与してもらえないか。  

⇒委員会活動費から支出して構わない。 

・今後の研修…1月23,24日：新規ホーム、新人スタッフ研修（東京） 

2月17,18日：スタッフ研修（広島） 

 

○広報 

・開設5年未満のホームからこまりごとを募集した。たよりに回答を載せるが記載に工夫

が必要。 

・外部向けの広報にどんな内容が有効か？ 

 利用者からの要望やアンケート結果、新規制度の活用事例、利用者の声を自立支援計画

にどのように反映させているかの事例紹介。等を載せられると有効か。 

 

○事務局 

・貸付事業利用者が債務整理することとなり、債権放棄の連絡が弁護士あった。  

・社会人一年生スタート応援事業の申し込み、対応状況の報告。 

 

４、その他 

○自立生活援助事業について意見交換 

・退居者が就労不可の状況となり、生活再建のために事業活用しようとしたが認められな

かったケースを共有。 

 児童福祉司に制度が浸透していないケースも多く、粘り強くケースを積み重ね、理解促

進に努められたい。 

・子ども家庭ソーシャルワーカーの養成施設募集に対して協議会として連携取れると良い

か。会員が講師を務めている県もある。 

 

次回  日時：2024 年 10 月 9 日(水)13:30～17:00 場所：名古屋（ハイブリット） 


